
山口市市営住宅家賃等減免・徴収猶予取扱要綱 

 

 

 （趣旨）  

第１条 この要綱は、山口市営住宅条例（平成１７年山口市条例第１９７

号。以下「条例」という。）第１７条及び第１９条第２項に該当する者

の一般的基準及び家賃又は敷金の減免又は徴収猶予の取扱いについて必

要な事項を定めるものとする。  

 （家賃の減免対象者）  

第２条 条例第１７条に規定する家賃の減免を必要と認める者は、同条各

号に掲げる事情がある場合において、次の各号に定める者とする。  

(1) 条例第１７条第１号、第２号及び第３号に該当する家賃減免対象者

は、次のア又はイに該当し、家賃の納付が著しく困難であると認めら

れる者とする。  

ア 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による住宅扶助の受給

者で、家賃が同法の規定による住宅扶助限度額を超える者。  

イ 入居者及び同居者の所得月額（課税対象となる収入及び非課税所

得とされる年金、給付金等のすべての収入（（（（ただしただしただしただし、、、、子子子子どもどもどもども手当手当手当手当をををを

除除除除くくくく。。。。））））を計算の基礎として、公営住宅法施行令（昭和２６年政令

第２４０号。以下「令」という。）第１条第３号イからホに掲 げ る

額 を 控 除 し た 額 を 十 二 で 除 し た 額 ）が６１，５００円以下の者。  

(2) 条例第１７条第４号については、その都度特別の事情を考慮して決

定する。  

 （家賃の減免額）  

第３条 家賃の減免は、月額から次の各号に該当する額を控除するものと

する。 

(1) 第２条第１号アに該当する者については、住宅扶助基準限度額を超

える額。 

(2) 第２条第１号イに該当する者については、次に掲げる表の左欄の区

分に応じ右欄の率を家賃の月額に乗じて算出した額。ただし、１００

円未満の端数が生じた時は、これを切り捨てるものとする。 

 

 

 



 

減 免 対 象 者  減免率  

市町村民税非課税世帯  ５０％  

 所得月額が６１，５００円以下の者 市町村民税非課税世帯

を除く世帯  

２５％  

 

(3) 第２条第２号に該当する者については、入居者の事情を勘案し、そ

の都度決定する。  

 （家賃の徴収猶予）  

第４条 条例第１７条に規定する家賃の徴収の猶予を必要と認める者は、

同条各号に掲げる事情がある場合において、近い将来に家賃の支払い能

力が回復すると認められる者とする。  

 （敷金の減免）  

第５条 条例第１９条第２項に規定する敷金の減免は、生活保護法に基づ

く被保護者である入居決定者の敷金につき、当該入居決定者に支給され

る住宅扶助費認定額（敷金）と当該入居しようとする市営住宅の敷金の

実額との差額を対象とする。  

 （敷金の徴収猶予）  

第６条 条例第１９条第２項に規定する敷金の徴収の猶予を必要と認める

者は、家賃の徴収の猶予を必要と認める者に準ずる。  

 （減免、徴収猶予の期間等）  

第７条 家賃又は敷金の減免又は徴収猶予の期間は、次の各号によるもの

とし、各々の場合にその状況を確認できる証明書等を添えて申請するも

のとする。  

  (1) 家賃又は敷金の減免の期間は、以下によるものとする。  

ア 第２条第１号アに該当する場合は、被保護者となった月の家賃か

ら被保護者でなくなった月の家賃までとする。ただし、年度を超え

て生活保護が継続する場合は、毎年３月末日までに翌年度の減免を

申請するものとする。  

イ 第２条第１号イ及び第２号に該当する場合は、毎年８月の家賃か

ら翌年７月までの家賃とし、毎年７月末日までに減免の申請をする

ものとする。ただし、当該期間途中から申請書の提出があった場合

は、申請書の提出があった翌月から適用する。  

(2) 家賃又は敷金の徴収猶予の期間は、当該承認のなされた日から、当



該日の属する年度の末日までとする。ただし、特別の事情がある場合

において、特に必要があると認められるときはこの限りではない。  

 （実態調査）  

第８条 市長は、減免又は徴収猶予の申請を受けた時は、その適否を判断

するため、必要に応じて調査を行うものとする。  

 （減免又は徴収猶予の決定の変更等）  

第９条 減免又は徴収猶予の決定を受けている入居者は、当該減免又は徴

収猶予を必要とした事由に変更があった時は、速やかにその旨を届け出

なければならない。  

２ 減免又は徴収猶予の決定を受けている入居者であっても、前項の届出

を審査して必要と認められる時、又は次の各号に該当する時は、当該決

定を変更、又は取り消すと共に、必要な家賃額を遅滞なく徴収するもの

とする。  

 (1) 市営住宅に関する法令、条例等の規定に違反した時。  

  (2) 減免又は徴収猶予の適用を申請した内容に虚偽があった時。  

  (3) 市営住宅の管理上の指示に従わない時。  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この要綱は、平成１７年１０月１日から施行する。  

 （経過規定）  

２ この要綱の施行の際、山口市営住宅家賃等減免・徴収猶予取扱要綱叉は小郡町

営住宅家賃・敷金の減免及び徴収猶予の取扱い要綱に基づき現に家賃の減免の決

定を受けている入居者は、当該当決定期間中は、この要綱第２条及び第３条によ

り家賃の減免の決定を受けたものとみなす。 

    附 則 

  改正後の要綱は平成１９年７月１７日から施行する。 

    附 則 

  改正後の要綱は平成２１年１０月１４日から施行し、平成２１年８月から適用

する。 

    附 則 

  改正後の要綱は平成２２年８月１日から施行する。  


